





































































2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
GDP（左軸：百万米ドル） １人当たりのGDP（右軸：米ドル）









（単位：100 万 S ドル）
2010 2015 2019
製造産業 91,573.1 27.0% 102,986.0 24.3% 117,499.6 24.7%
　製造業 71,506.5 21.1% 76,598.2 18.1% 92,508.0 19.5%
　建設業 15,102.6 4.4% 20,433.8 4.8% 18,951.4 4.0%
　電気・ガス・水道 5,209.3 1.5% 5,815.9 1.4% 5,885.6 1.2%
　その他（農水産・採石） 119.6 0.04% 138.1 0.03% 146.2 0.03%
サービス産業 211,699.7 62.3% 278,101.3 65.7% 307,962.7 64.8%
　卸・小売 49,960.8 14.7% 65,584.5 15.5% 66,858.5 14.1%
　運輸・倉庫 24,927.5 7.3% 30,014.6 7.1% 32,347.4 6.8%
　宿泊・飲食 7,010.3 2.1% 8,763.0 2.1% 9,708.4 2.0%
　情報・通信 11,878.8 3.5% 15,779.3 3.7% 19,853.9 4.2%
　金融・保険 32,530.2 9.6% 49,874.5 11.8% 59,987.1 12.6%
　ビジネスサービス 48,001.4 14.1% 63,122.4 14.9% 69,402.1 14.6%
　その他サービス業 38,482.7 11.3% 44,963.0 10.6% 50,387.8 10.6%
所有住宅帰属価値 14,937.2 4.4% 18,100.1 4.3% 21,647.0 4.6%
物品税 22,562.3 6.6% 24,256.7 5.7% 28,568.8 6.0%
国内総生産（GDP） 339,681.9 - 423,444.1 - 475,279.5 -
ＧＤＰ成長率 14.5% 3.0% 0.7%










































































































































































































































したが，経済構造改革が本格化した2012 ～ 2015年は0.5 ～ 1.9％にとどまり，
2017年に入ってようやく生産性は3.9％に達し，2018年には2.4％となっている。
産業分野別にみると，とくに金融，製造，専門サービス，卸売などの分野では，
良好な成績をあげている。一方で，構造的に労働集約型産業である小売・サービ
ス，建設，運輸のような分野では，外国人労働力の削減策による人材不足，賃金
上昇，生産性向上の技術導入コスト増加の影響を受けて，困難に直面してきた。
しかし，政府は生産性向上の停滞する分野でも産業競争力強化を緩める意向はな
く，たとえば2019年には，サービス分野の外国人雇用規制が再び強化されている。
もうひとつの政策の柱としては，国内労働力の能力開発や再活用といった人材
競争力の強化がある。とくに，2015年開始の「スキルズ・フューチャー」によ
る総合プログラム，あるいは産業分野別でのプログラムを用意し，国民の職業技
能開発を促進している。2016年には「技能・革新・生産性評議会」（翌年に「未来
経済評議会」に改組）が設置され，全国民に向けた能力開発の総合システムを設
計し，イノベーションと生涯学習を促進することで，将来的な高付加価値・創発
型の経済発展に対応した能力を向上させるとしている。
とくに重視されているのが，デジタル・情報通信技術分野の人材開発と，スキ
ルや世代間のミスマッチを防ぐための能力開発・雇用促進で，前者は「技術能力
加速プログラム」，後者は「適応・成長イニシアティブ」による具体的な対策が
56
実施されている。また，定年退職年齢（従来62歳）後の再雇用義務が65歳から
67歳まで引き上げられ，既存労働力の継続的な雇用・活用も進められている。
政府によれば，一連の政策によって2015 ～ 2018年のあいだには，約6万件の新
規の国内向け雇用が創出され，そのうち約5万件が国民に，約1万件が永住権保
有者に雇用を提供し，恩恵をもたらしたとしている。
もっとも，上記のような生産性向上および国内労働力の競争力強化を柱にした
経済構造改革は，将来の持続的成長に向けた重要な布石であると同時に，これが
順調に進展しない場合には，結果としてシンガポールの国際競争力を弱める可能
性がある。こうした問題は，「経済界の一部では，経済構造改革によるコスト増
や労働市場逼迫が圧力となっている」（2016年3月5日，ターマン・シャンムガラトナ
ム副首相）として，政府も認識している。このため政府は，必要とされる産業分
野には，競争力強化への努力目標設定と引き換えに，重点支援や外国人労働力の
規制緩和などを，弾力的に適用している。
